
平成２１年度環境省政策評価書（事後評価）要旨 

 

評価実施時期：平成２２年４月 

担当部局：地球環境局 

施策名：（施策２）地球環境の保全 

施策体系：（目標２－４）地球環境分野における国際協力・研究調査等 

 

評価結果の概要 

【達成の状況】 

（森林の保全・砂漠化への対処・南極の環境保全） 

○森林の保全については企業とＮＧＯ／ＮＰＯとのパートナーシップの促進に関する調査事業及び木材調達のグリーン化普

及啓発事業を実施し、砂漠化への対処についてはアフリカの砂漠化評価及び北東アジアにおける砂漠化防止のためのパ

イロット事業を実施した。 

○南極地域の環境保全等の分野については、南極条約・議定書に基づく査察の実施等により、南極地域の環境保全に貢献

した。 

（国際的な貢献と連携・国際協力） 

○地球環境保全に関して、G8、国連環境計画（UNEP）、経済協力開発機構（OECD）、日中韓三カ国環境大臣会合(TEMM)、

ASEAN+3 環境大臣会合、東アジア首脳会議（EAS）環境大臣会合等の各種の枠組みのもとで、資金拠出、専門家の派遣、

会議等での我が国の優良事例の報告など、積極的な貢献を行い、国際的な環境政策の推進に寄与し期待どおりの成果が

得られた。また、貿易と環境の相互支持性の強化のために、貿易自由化に起因する環境影響調査や、他国の環境・貿易政

策のレビュー等を行い、自由貿易協定(FTA)/経済連携協定(EPA)交渉や世界貿易機構（WTO）交渉等に有効な知見が得ら

れた。 

○アジア太平洋地域の有識者との間で同地域での革新的な取組を実現するためのスキームの議論を行い、優良事例の収集

や政策対話を通じて、国際協力における知的貢献とそのための戦略づくりに寄与し期待どおりの成果が得られた。 

（研究調査） 

○重点施策に基づき、低炭素社会づくり及び賢い適応策にかかる２つの特別募集枠を設定し、重点的な資金配分を行う

ことにより、効率的かつ効果的な運営を行った。  

○地球環境分野の調査・研究により、地球温暖化観測に必要な基盤技術の開発や、地球温暖化分野の情報提供の推進を

図った。 また、IPCCへの支援は、第5次評価報告書作成に向けたIPCCの諸活動に貢献した。 

○平成21年 1 月に打ち上げた温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）の観測データの一般提供を平成21 年 10

月に開始した。 

【必要性】 

（森林の保全・砂漠化への対処・南極の環境保全） 

○熱帯林をはじめとして世界の森林が失われつつあり、また、乾燥地域及び半乾燥地域において気候変動や人間活動による

土地劣化等の危機が懸念されている中で、生態系全体を捉えた観点や、途上国における貧困問題という観点から、国際的

枠組みの下で森林保全及び砂漠化対処の取組を進める必要がある。 

○南極地域は、環境上の高い価値があると国際的に認められており、適切な環境影響評価の実施等により南極保護法を着実

に実施し、環境保護に関する国際的な貢献を図る必要がある。 

（国際的な貢献と連携・国際協力） 

○地球環境問題や途上国における貧困等が深刻化する中、持続可能な開発を実現するための国際的な取組が肝要である。

このような状況において、先進国である日本は、各種国際会議の開催や会議への出席、国際的枠組みへの様々な形での

関与などを通して、積極的な貢献をしていく必要がある。また、経済のグローバル化が進む中で、貿易と環境の相互支持性

を強化する必要がある。 

○開発途上国における環境問題は、当該途上国のみならず、我が国を含む国際社会全体に深刻な影響を及ぼす重要な課

題である。アジア・太平洋地域にはなお開発途上の地域が多く、日本が先進国として当地域の持続可能な開発に寄与する

ことは公共的観点から必要性が高い。 

○開発途上国においては、政府によって一貫した環境政策の立案と実施が進められることが、民間や NGO 等の具体的活動

の進展にもつながる。こうした観点から、政府レベルでの政策協議が必要かつ重要である。 

（研究調査） 

○地球環境を保全し、環境と経済の統合された社会を実現していくためは、環境研究・技術開発の推進が必要不可欠であり、



その重要性については第3期科学技術基本計画（平成18 年3 月28 日閣議決定）においても指摘されているところである。 

○多様化・複雑化する環境問題の構造を的確に把握し、効果的な対策を推進するためには、最新の科学的知見を得るための

研究及び、最新の技術の開発とその普及が必要である。しかしながら、環境問題に係る研究や技術開発については、市場

メカニズムに任せていては十分進まない場合が多い。したがって、政策ニーズの高い環境分野の調査研究、技術開発につ

いては、国が率先して総合的かつ戦略的に推進することが必要である。 

【有効性】 

（森林の保全・砂漠化への対処・南極の環境保全） 

○国連森林フォーラム、国際熱帯木材機関への参加等、積極的に関与することにより、森林の保全と持続可能な経営に係る

国際的取組の進展に寄与した。 

○砂漠化対処条約締約国会議への参加等、積極的に関与することにより、砂漠化対処に係る国際的取組の進展に寄与した。 

○南極環境保護法に基づく南極地域活動の環境影響評価等を実施するとともに、南極条約・議定書に基づく査察を実施す

ること等により、南極地域の環境の保護に向けた国際的取組に貢献した。 

（国際的な貢献と連携・国際協力） 

○地球環境保全に関して、G8、UNEP、OECD、日中韓三カ国環境大臣会合(TEMM)、ASEAN+3 環境大臣会合、東アジア首

脳会議（EAS）環境大臣会合等の各種の枠組みのもとで、資金拠出、専門家の派遣、我が国の優良事例の報告など、積極

的な貢献を行うことにより、当該枠組みの地球環境保全に関する活動を強化・推進するのみならず、我が国の国際社会に

おけるプレゼンスを高めることができた。また、このような場で情報交換を行うことによって、各国の優良事例と我が国の取組

を比較考慮、国内世論の喚起等が可能となり、国内施策を立案する上で有効であった。 

○近年、経済成長とともに環境問題が深刻化しているアジア太平洋地域において、多国間及び二国間の国際会議開催やウェ

ブサイト等によって互いの環境情報を交換する場を設けることは、アジア太平洋地域の環境への取り組みを進める上のみ

ならず、我が国にとっても他国の情報を収集する上でも有効な施策であった。 

○北東アジア地域の国々との環境政策対話や環境協力プロジェクトの推進、地方公共団体等による協力の支援、国内の協力

基盤の整備等を通じ、北東アジア地域を中心とした開発途上国の環境保全に貢献している。 

○他国の締結している FTA/EPA における環境条項の分析、WTO における議論の整理等は、我が国が FTA/EPA や WTO

の交渉を行うに当たって環境の観点から検討を行うために有効であった。 

○アジア太平洋地域では、アジア太平洋環境開発フォーラム(APFED)による地域各界関係者による政策対話や持続可能な

開発の優良事例の収集、普及等を通じ、地域の持続可能な社会構築に貢献した。 

（研究調査） 

○地球環境分野の調査研究については、我が国の地球温暖化分野の施策の進展に貢献した。 

○地球環境研究総合推進費及び地球環境保全試験研究費の運営にあたっては、事前・中間・事後評価を実施している。採択

された課題の中間・事後評価については、当初の研究目的に対して概ね妥当との評価が得られた。 

○地球環境研究総合推進費等を活用して、政策的な観点を重視した、地球温暖化防止や生物多様性の保全等の様々な分野

における地球環境研究を実施し、監視・観測を推進した。また、成果発表会や一般公開シンポジウムを積極的に開催するこ

とにより、マスコミ、行政、民間企業等に対して成果の普及広報を図った。 

○アジア太平洋地球変動ネットワーク（APN）の枠組みを活用して、アジア太平洋地域における地球変動研究と政策決定の連

携を促進している。 

【効率性】 

（森林の保全・砂漠化への対処・南極の環境保全） 

○世界的な森林の保全及び砂漠化への対処については、国際的枠組みの下で各国が協力して対策を講じることにより、効率

的に対策を実施することができる。 

○南極地域の保護については、国際的な枠組みの下で、各国が分担協力して保護施策を推進することが最も効率的な対策

である。 

（国際的な貢献と連携・国際協力） 

○地球環境保全に関しては、一国のみでの取組には限界がある。よって国内施策の実施のみならず、その情報外に提供す

るとともに、G8、UNEP、OECD、日中韓三カ国環境大臣会合(TEMM)、ASEAN+3 環境大臣会合、東アジア首脳会議(EAS)環

境大臣会合等の各種の枠組みにおいて、国際社会の積極的な関与を促すことにより、保全のための効率的な問題解決を

図ることができる。 



○北東アジア地域の環境管理の改善を目標に掲げて、施策を重点化するとともに、多様な主体との連携を行うことにより、効

果的・効率的に環境保全を実施している。 

○WTO 交渉の論点を整理し、また FTA/EPA 交渉において、事前に他国の状況の分析を行うなど早期の段階で環境保全の

視点から検討することは、貿易と環境の相互支持性を強化する上で、効率的な手法である。 

（研究調査） 

○地球環境問題の調査研究に係る我が国の貢献については、国際的に高い評価を受けており、我が国の支援に対する費用

対効果は高い。 

○地球環境研究総合推進費では、様々な研究課題を、公募を通じて、コストを勘案しつつ、公正で透明性の高い評価に基づ

いて選定している。必要な場合には他省庁に移替を行う等、高い効率性・競争的環境を確保している。 

○地球環境研究総合推進費及び地球環境保全試験研究費では、事前評価、中間評価及び事後評価を実施することにより、

調査研究や観測モニタリング等を効率的・効果的に推進している。また中間・事後評価指標の厳格化や、各課題において外

部有識者を交えたアドバイザリーボード会合を開催するなど、制度の有効性、効率性をより一層高めるべく制度の改革を推

進している。 

【今後の展開】 

（森林・砂漠・南極） 

○持続可能な森林経営や違法伐採対策の調査、検討を行うとともに、国連森林フォーラム等の国際的取組の進展に貢献す

る。 

○砂漠化評価・適応策の手法検討調査等を行うとともに、砂漠化対処条約等の国際的取組の進展に貢献する。 

○我が国昭和基地における観測活動による環境影響に係るモニタリングの検討や、南極条約・議定書に基づく査察の実施結

果の報告に関する検討を進めるとともに、国内外の南極旅行取扱業者等への南極環境保護法の普及啓発を図る。 

（国際的な貢献と連携国際協力） 

○引き続き、G8、UNEP、OECD、日中韓三カ国環境大臣会合(TEMM)、ASEAN+3 環境大臣会合、東アジア首脳会議(EAS)環

境大臣会合等の各種の枠組みで積極的に貢献する。また、WTO、FTA/EPA 交渉に環境の観点を盛り込むべく、これまで

の事業を充実させる。 

○環境と共生しつつ経済発展を図り、持続可能な社会の構築を目的として、クリーンアジア・イニシアティブを推進する。また、

「環境モデル都市」、「環境モデル島」の構築に向け、現地調査等を行い、事業計画を検討する。 

○各国との政策対話や、環境の状況等に関する調査結果に基づき、優先順位の高い分野から、具体的な協力を進める。 

○国際機関等と協力して、革新的な取組を推進すべく、アジア太平洋地域の持続可能な開発に係る施策を引き続き行う。 

（研究調査） 

○平成 22 年度は、行政ニーズに的確に応えるため、トップダウン型の戦略的研究開発領域課題を１つ立ち上げる。また、気

候変動影響・適応に関する情報収集、評価・対策の検討により、効果的・効率的な適応策の推進を図る。 

 


